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習志野市区町村の給与・定員管理等について  

 

１ 総括  

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区 分 

 

住民基本台帳人口  

（26年1月1日）  

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考)24年度 

の人件費率 

年度 

2 5  

           人 

1 6 5 , 1 9 0  

       千円 

5 4 , 8 1 1 , 9 3 6  

       千円 

2 , 5 1 7 , 0 2 8  

      千円 

1 1 , 5 1 8 , 1 6 0  

      ％ 

2 1 . 0  

           ％ 

2 3 . 2  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費  

 

 

 

  

( 参 考 ) 一 人 当

たり給与費  

Ｂ／Ａ 

( 参 考 )類 似

団 体 一 人 当

た り 給 与 費  

給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当   計 Ｂ 

年度 

2 5  

    人 

1 , 2 5 6  

    千円 

4 , 7 9 3 , 7 6 0  

    千円 

1 , 4 6 5 , 8 5 5  

    千円 

1 , 8 3 3 , 4 2 2  

    千円 

8 , 0 9 3 , 0 3 7  

千円 

6,448 

      千円 

6 , 3 6 5  

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成２５年４月１日現在の人数である。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含

まれており、職員数には当該職員を含んでいない。 

 

 (3) ラスパイレス指数の状況 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものである。 

３ 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による

給与減額措置がないとした場合の値である。 
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※ 平成２５年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、

②３年連続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

本市職員の年齢構成は、団塊の世代の大量退職により年々若返っており、国より経験年数の浅

い職員の昇格時期が早くなっていること、人材確保の観点から初任給が国より４号給高いこと

及び、国と違い学歴（高卒・短大卒）による昇格の差が無いこと等が、本市のラスパイレス指

数を押し上げていると考えております。 

 

 (4) 給与改定の状況  

    ①月例給 

 

区 分 

 

人事委員会の勧告  

給与改定率 

 

 

 

 

(参考) 

国の改定率 

 

民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

年度 

２ ６  

円 

3 8 6 , 9 4 9  

円 

3 8 5 , 9 8 1  

△968円 

（△0.25％） 

％ 

0 . 3  

％ 

0 . 3  

 

 

％ 

0 . 2 7  

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパ

イレス比較した平均給与月額である。 

 

    ②特別給（期末・勤勉手当） 

 

区 分 

 

人事委員会の勧告  

年間支給月数      

 

 

 

 

(参考) 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合   Ａ 

公務員の 

支給月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

年度 

２ ６  

月 

4 . 1 2  

月 

3 . 9 5  

月 

△ 0 . 1 7  

月 

0 . 1 5  

月 

4 . 1 0  

 

 

月 

4 . 1 0  

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の

支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

①給料表の見直し 

［ 実施   未実施］ 

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施

の場合には、その理由）） 

 

 

 

 

 

（給料表の改定実施時期）【施行日】平成２７年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表について、国・千葉県の見直し内容を踏まえ、平均２．０％引下げ。 

 地域手当については、勧告に基づき１％の引上げ。 

激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。 
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②地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 

③その他の見直し内容 

 

 

 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２６年４月１日現在） 

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区 分 

 

平 均 年 齢      

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

(国比較ベース) 

習志野市     39.9歳     312.408円    433,169円   372,051円 

千 葉 県      42.8歳     333,944円    424,045円   381,714円 

国     43.5歳     335,000円    408,472円           － 

 類似団体     42.2歳     327,201円    420,484円     377,340円 

 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１

日実施） 

 

 

（支給割合）国基準１５％に対し、習志野市においても１５％。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年度

は１１％。 

 

（参考） 

 平成２６年度

の支給割合 

見直し後の支給

割合（H30.4.1） 

平成２７年度の

支給割合 

国基準による支給割合 １０％ １５％ １１％ 

習志野市の支給割合 １０％ １５％ １１％ 
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②技能労務職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 ③教育職  

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額  

習志野市     44.3歳 350,227円    429,905円 

千葉県     45.4歳   378,342円    445,424円 

類似団体     44.8歳 390,757円    459,068円 

 

 （注）１ 「平均給料月額」とは、２６年４月１日現在における各職種毎の職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外

勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査におい

て明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝ 

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

 (2) 職員の初任給の状況（２６年４月１日現在）  

区    分 習 志 野 市 千 葉 県 国   

  

  

  

  

  

  

一般行政職 
大 学 卒 １８０，８００円  １８０，８００円 

（総 合職 ）１８１，２００円 

（一 般職 ）１７２,２００円  

高 校 卒   １４６，２００円 １４６，２００円 １４０,１００円  

技能労務職 
高 校 卒    １４３，５００円 １４３，５００円             －   

中 学 卒      ― １３０，７００円             －   

教 育 職 
大 学 卒   １９８，６００円 ２０２，５００円             －   

高 校 卒  ―  ―              －  

 

 

 

 

(平成26年4月1日現在）

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成23年～平成25年の3ヶ月平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間に

おいては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

2.4
3.3

C/D

年収ベースの（試算値）の比較

参　　考

－

1.7
1.6

8,655,068円 2,648,200円

区分

うち清掃職員

うち給食調理員

うち用務員

うち自動車運転手

6,444,200円 4,006,500円

6,726,740円 2,747,000円

習志野市 － －

6,831,572円 3,939,100円

民間（D）公務（C）

－ － －

－ － － －

－ － － －

48.2歳 134人 328,555円 386,197円 364,924円

－

自家用乗用自動車運転者 58.8歳 208,500円 2.7

千葉県

類似団体

52.4歳 559人 322,163円 376,511円

調理師 44.0歳 295,600円 1.4

用務員 54.3歳 199,300円 2.1

－ － － －

廃棄物処理業従業員 44.7歳 288,100円 1.5

民間 参考

対応する民間の類似職種 平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ
（Ｂ）

－

平均給料月額 平均給与月額（A）

287,992円 326,611円

355,842円

国 50.1歳 3,119人

うち自動車運転手 56.0歳 2人 386,714円 573,014円 435,514円

うち用務員 53.8歳 10人 355,210円 423,120円 417,400円

うち給食調理員 50.5歳 20人 346,820円 401,875円 398,035円

うち清掃職員 46.4歳 21人 338,810円 435,806円 398,263円

（国ベース）

習志野市 50.2歳 84人 341,621円 415,306円 394,847円

区　分

公務員

平均年齢 職員数
平均給与月額
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※は該当する職員が 0 人又は 1 名のため表示しておりません。 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２６年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給

の給料月

額 

 

８級 

 

部 長  

        
 １９人     ３．３％  414,100円 496,800円 

 

７級 

 

次 長  

        
 ２５人    ４.３％  367,500円 474,100円 

 

６級 

 

課 長  

        
 ７７人   １３．２％ 322,100円 432,900円 

 

５級 

 

係 長 ・ 主 査  

        
 ７５人   １２．８％  290,700円 413,600円 

 

４級 

 

係 長 ・ 主 査  

        
９４人  １６.１％  263,500円 398,200円 

 

３級 

 

主 任 主 事・副 主 査・主 任 技 師  

        
１２１人   ２０．７％  226,300円 358,000円 

 

２級 

 

主 事 ・ 技 師  

        
１０７人  １８.３％ 176,200円 296,900円 

 

１級 

 

主 事 補 ・ 技 師 補  

        
 ６６人  １１.３％  139,200円 244,900円 

  （ 注）１ 習志野市区町村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
 
 
 

    区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 
大 学 卒       267,313円       295,767円         363,163円 

高 校 卒         224,400円            ※          318,038円 

技能労務職 
高 校 卒              ※            ※          326,217円 

中 学 卒              ※            ※               ※ 

教 育 職 
大 学 卒         275,721円         339,644円          388,878円 

高 校 卒              ※               ※               ※ 
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況  

 

 

 

 

 

 

４ 職員の手当の状況  

 

 (1) 期末手当・勤勉手当  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

習 志 野 市 千 葉 県 国 

1人 当 た り 平 均 支 給 額 ( 2 5年 度 ) 

          1,456千円 

1人 当 た り 平 均 支 給 額 (2 5年 度 ) 

         1,539千円 

－ 

 

（26年度支給割合） 

     期末手当    勤勉手当 

2.6月分    1 . 3 5月分 

     (1.45)月分    (0.65)月分 

（26年度支給割合）  

 期末手当    勤勉手当 

2.6月分   1.35月分 

       (1.45)月分 (0.65)月分 

（26年度支給割合）          

    期末手当     勤勉手当 

2.6月分     1.35月分 

  (1.45)月分  (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 ・ 役 職 加 算  5～ 20％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 ・ 役 職 加 算  5～ 20％  

 ・ 管 理 職 加 算 15・ 25％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 ・ 役 職 加 算  5～ 20％  

 ・ 管 理 職 加 算 10～ 25％  

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 勤務すべき日数に係る実勤務日数等を勤務成績とし、昇給判定の基準とする。 
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  ○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

地 方 公 務 員 法 第 ４ ０ 条 に 基 づ き 、 全 職 員 に 対 し て 基 準 日 （ ６ 月 １ 日 と １ ２ 月 １ 日 ）

の 前 ６ ヵ 月 間 の 勤 務 成 績 の 評 定 を 実 施 。 職 責 に 応 じ て 職 務 知 識 ・ 企 画 力 ・ 指 導 力 等

の 能 力 、 規 律 性 、 積 極 性 、 責 任 感 等 の 勤 務 態 度 、 業 績 を も と に Ａ ～ Ｄ ラ ン ク に 評 価

す る 。 評 価 ラ ン ク に 応 じ て 勤 勉 手 当 の 成 績 率 を 決 定 す る 。  

 

 

 (2) 退職手当（２６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

習志野市 国   

  

  

  

  

  

  

  

  

（支給率）      自己都合 勧奨・定年 

勤 続 2 0 年            21.62月分  27.025月分 

勤 続 2 5 年            30.82月分   36.57月分 

勤 続 3 5 年            43.70月分   52.44月分 

最高限度額       52.44月分   52.44月分 

その他の加算措置 

(定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置 2～ 3 0％ ) 

1人当たり平均支給額 7 , 8 4 1千円 2 4 , 8 6 0千円 

（支給率）     自己都合  応募認定・定年 

勤 続 2 0 年           21.62月分   27.025月分 

勤 続 2 5 年           30.82月分    36.57月分 

勤 続 3 5 年           43.70月分    52.44月分 

最高限度額      52.44月分    52.44月分 

その他の加算措置 

（定年前早期退職特例措置2～45％） 

 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、25 年度に退職した職員に支給された平均額である。   

 

(3) 地域手当（２６年４月１日現在）  

支 給 実 績（２５年度決算）    ５２１，７７１千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）         ３９３，４９２円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

   全 域        １０％   １，３２６人         １０％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

１０１．２  

（101．2） 

 

（注） 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。） 

 

 

 (4) 特殊勤務手当（２６年４月１日現在） 

 

支給実績（２５年度決算） ２ ０ ， ５ ７ ４ 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） ５ ４ ， ５ ７ ２ 円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度） ２ ８ ． ４ ％  

手当の種類（手当数） １ ８  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(25年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  災 害 発 生 に 係 る 措

置 及 び 復 旧 作 業  

２９６千円 1日につき1,700円 
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消防業務手当 消 防 本 部 の 職 員  救 急 業 務 及 び 火 災

現 場 に お け る 消 火

作 業 等  

５，８４７千円 1回につき200円～ 

510円 

薬剤散布作業手

当 

業 務 に 従 事 し た 職 員  薬 剤 の 散 布 作 業  ０円 1日につき250円 

路上作業手当 都 市 整 備 部 の 職 員 等  道 路 の 舗 装 及 び 補

修 作 業  

３５千円 1日につき200円 

葬祭事業手当 社 会 福 祉 課 の 職 員  葬 祭 業 務  ２０６千円 1件につき450円 

行旅死病人取扱

手当 

保 健 福 祉 部 の 職 員  行 旅 死 病 人 の 処 理

又 は 収 容 の 作 業  

０円 1件につき1,000円

～3,000円 

し尿処理作業手

当 

ク リ ー ン セ ン タ ー 及

び 津 田 沼 浄 化 セ ン タ

ー に 勤 務 す る 職 員  

し 尿 の 収 集 、 運 搬

作 業 及 び し 尿 処 理

施 設 で し 尿 の 処 理

作 業  

５７１千円 1日につき500円 

ごみ処理作業手

当 

ク リ ー ン セ ン タ ー に

勤 務 す る 職 員  

ご み の 収 集 、 運 搬

、 処 理 作 業 及 び ご

み 処 理 作 業  

１，７９１千円 1日につき400円 

下水処理作業手

当 

下 水 道 課 及 び 道 路 交

通 課 に 勤 務 す る 職 員  

下 水 の 管 渠 及 び 側

溝 の 清 掃 作 業  

３１９千円 1日につき350円～ 

400円 

犬、ねこ等死体

処理作業手当 

ク リ ー ン セ ン タ ー に

勤 務 す る 職 員  

犬 、 ね こ そ の 他 動

物 の 死 体 の 処 理 作

業  

１７６千円 1回につき200円 

ケースワーカー

手当 

保 健 福 祉 部 及 び こ ど

も 部 に 勤 務 す る 職 員  

ケ ー ス ワ ー カ ー と

し て の 業 務  

１，５１７千円 1月につき3,500円 

整理手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  市 税 及 び 税 外 収 入

の 滞 納 分 の 徴 収 又

は 滞 納 処 分  

５９千円 1日につき170円～ 

300円 

用地交渉手当 財 産 管 理 課 、 市 街 地

整 備 課 、 下 水 道 課 に

勤 務 す る 職 員  

公 共 用 地 取 得 の た

め に 行 う 交 渉 及 び

補 償 交 渉  

４千円 1日につき100円～1

20円 

防疫手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  感 染 症 の 防 疫 作 業  ０円 1日につき300円 

施設管理手当 法 令 又 は 条 例 、 規 則

に 定 め ら れ た 施 設 等

の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 業 務  

４９２千円 1月につき1,500円

～2,000円 

夜間手当 高 等 学 校 に 勤 務 す る

職 員  

定 時 制 課 程 に 係 る

業 務  

６４千円 1月につき5,600円 

教員特殊業務手

当 

教 育 職 員  教 育 職 員 が 従 事 す

る 非 常 災 害 等 の 緊

急 業 務  

８，９３５千円 1日につき2,400円

～6,400円 

教員業務連絡指

導手当 

教 育 職 員 の う ち 教 務

主 任 、 学 年 主 任 等  

高 等 学 校 に 勤 務 す

る 職 員 が 従 事 す る

教 務 そ の 他 の 教 育

に 関 す る 業 務 に つ

い て の 連 絡 調 整 及

び 指 導 助 言 等  

２６３千円 1日につき200円 
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 (5) 時間外勤務手当  

支給実績（２５年度決算）     ５４３，１７７千円 

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）             ５３９千円 

支給実績（２４年度決算）      ５１３，２０７千円 

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）           ５０５千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２５年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象と

はならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。（企業局除く） 

 

 (6) その他の手当（２６年４月１日現在）  

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 
国 の 制 度

と の 異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ 2 5年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２５年度決算） 

 扶 養 手 当      ･配 偶 者 1 3 , 0 0 0円  

･配 偶 者 以 外 の 扶

養 親 族  

1人  6 , 5 0 0円  

･ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま

で の 子 等  

 1人  5 , 0 0 0円 を

加 算  

同 じ   １２０，７３１

千円 

２２２，３４０円 

 住 居 手 当      ･借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 2 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

） 家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ   １１９，８５３

千円 

１５６，０５９円 

 通 勤 手 当      ･電 車 ・ バ ス を 利 用

す る 場 合 、 交 通 機

関 が 発 行 し て い る

最 も 長 い 通 用 期 間

の 定 期 代 相 当 額 を

全 額 支 給  

･乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2, 0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

異 な る  国 ）交 通 機 関

： 55 , 0 0 0 /月

が 支 給 上 限  

交 通 用 具 使

用 者 ： 使 用 距

離 に 応 じ て  

2 , 0 0 0円 ～ 2 4

, 5 0 0円  

１１６，８３１

千円 

９７，６８５円 

単身赴任手当 ･官 署 を 異 に す る

移 動 等 に 伴 い 転 居

し 、 や む を 得 な い

事 情 に よ り 配 偶 者

と 別 居 し 、 単 身 で

生 活 す る 事 を 常 況

と す る 職 員 等 に 支

給  

同 じ   無 無 

休日勤務手当 ･休 日 に お け る 正

規 の 勤 務 時 間 中 に

勤 務 す る 事 命 ぜ ら

れ た 職 員 に 支 給  

同 じ   ６５，１５６ 

千円 

１９５，６６４円 
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夜間勤務手当 ･正 規 の 勤 務 時 間

と し て 深 夜 に 勤 務

す る 職 員 に 支 給  

同 じ   １５，５６１ 

千円 

９３，７４３円 

宿日直手当 ･宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   ５１２千円 １０２，４８０円 

 管理職手当 ･管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 応 じ て 3

7 , 0 0 0円 ～ 8 2 , 2 0 0

円 /月  

異 な る  国 ） 官 職 応

じ て 43, 6 0 0

円 ～ 1 3 9 , 3 0

0円 /月  

１２１，１６３

千円 

５１５，５８６円 

管理職員特別

勤務手当 

･臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 週 休

日 又 は 祝 日 法 に よ

る 休 日 若 し く は 年

末 年 始 の 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に 支

給 。 官 職 に 応 じ て  

4 , 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0

円 /回  

異 な る  官 職 に 応 じ

て 6,0 0 0円

～ 1 8 , 0 0 0円

/回  

１，４５４ 

千円 

３５，４６３円 

義務教育等教

員特別手当 

･教 育 職 員 に つ い

て 職 務 の 級 及 び 号

給 に 応 じ て 支 給  

  ４，２５９ 

千円 

７７，４３７円 

災 害 派 遣 手 当  ･災 害 応 急 対 策 又

は 災 害 普 及 の た め

に 派 遣 さ れ た 職 員

が 住 所 又 は 居 所 を

離 れ て 本 市 の 区 域

内 に 滞 在 す る こ と

を 要 す る 場 合 に 支

給  

      無        無  

武 力 攻 撃 災 害

等 派 遣 手 当  

･国 民 の 保 護 の た

め の 措 置 の 実 施 の

た め 派 遣 さ れ た 職

員 が 住 所 又 は 居 所

を 離 れ て 本 市 の 区

域 内 に 滞 在 す る こ

と を 要 す る 場 合 に

支 給  

      無        無  

新 型 ｲﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ

等 緊 急 事 態 派

遣 手 当  

･新 型 ｲ ﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ等

緊 急 事 態 措 置 の た

め に 派 遣 さ れ た 職

員 が 住 所 又 は 居 所

を 離 れ 本 市 区 域 内

に 対 す る 事 を 要 す

る 場 合 に 支 給  

      無        無  
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５ 特別職の報酬等の状況（２６年４月１日現在）  

 
区     分 給 料 月 額 等                     

給 

料 

市   長 

 

副 市  長 

 

        ６６５，０００ 円 

     （９５０，０００円） 

         ６４８，０００円 

     （８１０，０００円） 

（参考）類似団体における最高／最低額  

       1,075,000円／ 275,400円 

 

         910,000円／ 548,100円 

報 

酬 

議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

         ５４０，０００円 

     

    ５００，０００円 

     

        ４８０，０００円 

         739,000円／ 445,000円 

 

          663,000円／ 385,000円 

 

          606,000円／ 360,000円 

期
末
手
当 

市    長 

副 市 長 

       （２６年度支給割合） 

              ４．１月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （２６年度支給割合） 

              ４．１月分         

退
職
手
当 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

 （算定方式）        （１期の手当額）       （支給時期） 

95万円×在職月数×45/100      ２，０５２万円      任期毎 

81万円×在職月数×25/100        ９７２万円     任期毎 

備   考  

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期   

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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６ 職員数の状況  

 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

(各年4月1日現在)

【1,837】 【0】【1,837】

総務企画

111

主な増減要因

欠員補充

50 4 徴収体制の強化

11 欠員補充、制度改正対応

労働 0

12 12

333

0

教育部門 273 277

776

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 11

税務

小　　計

部門

54

158

110衛生

区分 職員数

民生 322

対前年

増減数

157 1

平成26年 平成25年

11 0

0

△ 1 退職者不補充

0

△ 4

6 0農林水産 6

商工

業務増対応

小　　計 792 16 <参考> 人口１万人当たり職員数　47.84人　　

108 107 1土木

1,271 1,257 14

退職者の不補充

消防部門 206 204 2 欠員補充

公

営

企

業

等

会

計

部

門

水道 30 30 0

下水道 26 25 1 業務内容の充実

その他 105 105 0

合　　　計 <参考> 人口１万人当たり職員数　86.51人　　

小　　計 161 160 1

1,432 1,417 15
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( 2 )  年齢別職員構成の状況（２６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

平成26年

5年前(H21)

～

51歳

44歳

55歳 59歳 以上47歳

48歳 52歳 56歳 60歳

～区分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳

計～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

162 146 112 187職員数 11 65 138 6 1,431151 150 153 150

1,417 △ 3 （△0.2%）総合計 1,4321,435 1,429 1,421 1,417

（0.3%）

公営企業等会計計 161168 161 160 161 160 △ 7 （△4.2%）

6 （3.0%）

普通会計計 1,2711,267 1,268 1,261 1,256 1,257 4

277 △ 33 （△10.8%）

消防 206200 202 204 204 204

771 776 31 （4.0%）

教育 273306 297 299 281

部門別

一般行政 792761 769 758

（単位　：　人　・　％）

年　度
平成26年平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

過去５年間
の増減率（率）
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７ 公営企業職員の状況  

 

 (1) ガス事業  

① 職員給与費の状況  

ア 決算                              （税抜）  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

24年度の総費用に占

める職員給与費比率 

25年度 

 

7,326,861千円  333,382千円 

 

 503,903千円 

 

6.9  ％ 

 

8.6 ％ 

 

 

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

（参考）市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ 

25年度 

 

5 9人 

 

千円 

2 3 5 , 1 4 5  

    千円 

7 1 , 1 0 9  

    千円 

8 9 , 0 8 7  

    千円 

3 9 5 , 3 4 1  

       千円 

6 , 7 0 1  

       千円 

6 , 2 2 9  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、２６年３月３１日現在の人数である。 

 

イ  特記事項  

 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２６年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企業局 ４０．４ 歳 378,608 円 531,103 円 

市町村平均 ４３．４ 歳 345,700円 524,918円 

 

 

    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（25年度）     

       1,510    千円 

（25年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

         2 . 6  月分     1 . 3 5   月分 

       (  1 . 4 5  )月分  ( 0 . 6 5  )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～20％ 

 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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イ 退職手当（２６年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）     自己都合   勧奨・定年 

 勤 続 2 0 年           21.62 月分 27.025月分 

 勤 続 2 5 年           30.82 月分  36.57 月分 

 勤 続 3 5 年           43.70 月分  52.44 月分 

 最高限度額      52.44 月分  52.44 月分 

 その他の加算措置 

 (定年前早期退職特例措置 2～30％) 

 1人当たり平均支給額  ０千円 27,241 千円 

       （注 ）退職 手当の １人 当た り平均 支給額 は、 25 年度 に退 職した 職員 に支 給され た平均 額                

である。 

 

ウ 地域手当（２６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（25年度決算）      ２４，９５４ 千円  

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）         ４２２，９５５   円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域  １０  ％      ５９  人            １０  ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

 

エ 特殊勤務手当（２６年４月１日現在）  

支給実績（25年度決算） ２ ， ４ ８ ４  千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） ４ ２ ， ８ １ ９   円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度） ９ ８ ． ３  ％  

手当の種類（手当数） ６  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(25年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  災 害 発 生 に 係 る 措

置 及 び 復 旧 作 業  

千円 

100 

1回につき1,700円 

または1,000円 

特殊作業手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  特 殊 作 業 運 転 、 操

作 及 び 掘 削 作 業  

千円 

1 

１日につき400円 

未納整理手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  未 納 料 金 等 の 徴 収

業 務  

千円 

0 

1日につき300円 

供給停止手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  ガ ス の 供 給 停 止 業

務  

千円 

0 

1日につき300円 

交替勤務手当 交 替 勤 務 職 員  第 2直 勤 務  千円 

1,630 

勤務1回につき4,200円 

施設管理者等手

当 

法 令 又 は 条 例 、 規 則

に 定 め ら れ た 施 設 等

の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 業 務  

千円 

 

753 

1月につき1,500円～ 

10,000円 
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オ 時間外勤務手当  

支給実績（25 年度決算）               16,570     千円 

職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）                 353     千円 

支 給 実 績 （ 24年 度 決 算 ）               17,482     千円 

職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）                397     千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

カ その他の手当（26年４月１日現在） 

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

一 般 行 政

職 の 制 度

と の 異 動  

一 般 行 政 職

の 制 度 と 異

な る 内 容  

支 給 実 績  

（ 2 5年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２５年度決算） 

 扶 養 手 当      ･配 偶 者 1 3 , 0 0 0円  

･配 偶 者 以 外 の 扶

養 親 族  

1人  6 , 5 0 0円  

･ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま

で の 子 等  

 1人  5 , 0 0 0円 を

加 算  

同 じ   千円 

 

 

7,955 

円 

 

 

241,045 

 住 居 手 当      ･借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 2 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

） 家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ   千円 

 

5,779 

円 

 

156,192 

 通 勤 手 当      ･電 車 ・ バ ス を 利 用

す る 場 合 、 交 通 機

関 が 発 行 し て い る

最 も 長 い 通 用 期 間

の 定 期 代 相 当 額 を

全 額 支 給  

･乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2, 0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

同 じ 
   千円 

 

 

 

4,292 

円 

 

 

 

72,752 

単身赴任手当 ･官 署 を 異 に す る

移 動 等 に 伴 い 転 居

し 、 や む を 得 な い

事 情 に よ り 配 偶 者

と 別 居 し 、 単 身 で

生 活 す る 事 を 常 況

と す る 職 員 等 に 支

給  

同 じ   無 無 

休日勤務手当 ･休 日 に お け る 正

規 の 勤 務 時 間 中 に

勤 務 す る 事 命 ぜ ら

れ た 職 員 に 支 給  

同 じ   千円 

 

1,641 

円 

 

91,175 
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夜間勤務手当 ･正 規 の 勤 務 時 間

と し て 深 夜 に 勤 務

す る 職 員 に 支 給  

同 じ   千円 

1,206 

円 

120,569 

宿日直手当 ･宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   千円 

1,426 

円 

24,163 

 管理職手当 ･管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 応 じ て 3

7 , 0 0 0円 ～ 8 2 , 2 0 0

円 /月  

同 じ 
   千円 

 

6,444 

円 

 

536,975 

管理職員特別

勤務手当 

･臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 週 休

日 又 は 祝 日 法 に よ

る 休 日 若 し く は 年

末 年 始 の 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に 支

給 。 官 職 に 応 じ て  

4 , 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0

円 /回  

同 じ 
   千円 

 

 

0 

 

円 

 

 

0 

 

 (2) 水道事業 

 

① 職員給与費の状況  

ア 決算                              （税抜）  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

24年度の総費用に占

める職員給与費比率 

25年度 

 

1,822,912千円 △14,729千円 

 

 224,135千円 

 

12.3 ％ 

 

13.3   ％ 

 

 

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

（参考）市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ 

25年度 

 

2 9人 

 

千円 

1 1 0 , 0 7 4  

    千円 

3 1 , 2 1 9  

    千円 

4 2 , 8 5 9  

    千円 

1 8 4 , 1 5 2  

       千円 

6 , 3 5 0  

       千円 

6 , 1 2 3  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、２６年３月３１日現在の人数である。 

 

イ  特記事項  
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    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２６年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企業局 ３７．５歳 360,309 円 514,897 円 

市町村団体 ４５．０歳 342,822円 509,358円 

 

 

    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（25年度）     

       1,478    千円 

（25年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

         2 . 6  月分     1 . 3 5   月分 

       (  1 . 4 5  )月分  ( 0 . 6 5  )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～20％ 

 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

イ 退職手当（２６年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）     自己都合   勧奨・定年 

 勤 続 2 0 年           21.62 月分 27.025月分 

 勤 続 2 5 年           30.82 月分  36.57 月分 

 勤 続 3 5 年           43.70 月分  52.44 月分 

 最高限度額      52.44 月分  52.44 月分 

 その他の加算措置 

 (定年前早期退職特例措置 2～30％) 

 1人当たり平均支給額 19,630千円   0 千円 

       （注 ）退職 手当の １人 当た り平均 支給額 は、 25 年度 に退 職した 職員 に支 給され た平均 額                

である。 

 

ウ 地域手当（２６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（25年度決算）     １１，６４０ 千円  

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）         ４０１，３９２ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域  １０  ％      ２９  人            １０  ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 
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エ 特殊勤務手当（２６年４月１日現在）  

支給実績（25年度決算） ２ ０ ２  千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） １ １ ， ８ ６ ５   円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度） ５ ８ ． ６  ％  

手当の種類（手当数） ６  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(25年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  災 害 発 生 に 係 る 措

置 及 び 復 旧 作 業  

千円 

20 

 1回につき1,700円 

または1,000円 

特殊作業手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  特 殊 作 業 運 転 、 操

作 及 び 掘 削 作 業  

千円 

0 

 １日につき400円 

未納整理手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  未 納 料 金 等 の 徴 収

業 務  

千円 

0 

1日につき300円 

供給停止手当 業 務 に 従 事 し た 職 員  給 水 停 止 業 務  千円 

0 

1日につき300円 

施設管理者等手

当 

法 令 又 は 条 例 、 規 則

に 定 め ら れ た 施 設 等

の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 業 務  

千円 

182 

 

1月につき1,500円～ 

10,000円 

 

オ 時間外勤務手当  

支給実績（25 年度決算）                6,777    千円 

職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）                 282    千円 

支 給 実 績 （ 24年 度 決 算 ）                6,787    千円 

職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）                271    千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

カ その他の手当（26年４月１日現在） 

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

一 般 行 政

職 の 制 度

と の 異 動  

一 般 行 政 職

の 制 度 と 異

な る 内 容  

支 給 実 績  

(25年 度 決 算 ) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２５年度決算）  

 扶 養 手 当      ･配 偶 者 1 3 , 0 0 0円  

･配 偶 者 以 外 の 扶 養 親

族  

1人  6 , 5 0 0円  

･ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま で の

子 等  

 1人  5 , 0 0 0円 を 加 算  

同 じ   千円 

 

 

3,673 

円 

 

 

229,563 

 住 居 手 当      ･借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 2 , 0 0 0円 を 超

え る 場 合 に 限 る ）家 賃

の 額 に 応 じ 27 , 0 0 0円

を 限 度 に 支 給  

同 じ   千円 

 

2,916 

円 

 

153,474 
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 通 勤 手 当      ･電 車 ・ バ ス を 利 用 す

る 場 合 、交 通 機 関 が 発

行 し て い る 最 も 長 い

通 用 期 間 の 定 期 代 相

当 額 を 全 額 支 給  

･乗 用 車 等 を 使 用 す る

場 合 、使 用 距 離 に 応 じ

て 2, 0 0 0円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

同 じ 
   千円 

 

 

3,352 

円 

 

 

119,716 

単身赴任手

当 

･官 署 を 異 に す る 移 動

等 に 伴 い 転 居 し 、や む

を 得 な い 事 情 に よ り

配 偶 者 と 別 居 し 、単 身

で 生 活 す る 事 を 常 況

と す る 職 員 等 に 支 給  

同 じ   無 無 

休日勤務手

当 

･休 日 に お け る 正 規 の

勤 務 時 間 中 に 勤 務 す

る 事 命 ぜ ら れ た 職 員

に 支 給  

同 じ   円 

 

73,299 

円 

 

14,660 

宿日直手当 ･宿 日 直 勤 務 を 命 ぜ ら

れ た 職 員 が 勤 務 し た

場 合 に 支 給  

同 じ   千円 

0 

円 

0 

管理職手当 ･管 理 又 は 監 督 の 地 位

に あ る 職 員 の う ち 、官

職 応 じ て 37 , 0 0 0円 ～ 8

2 , 2 0 0円 /月  

同 じ 
   千円 

 

2,656 

円 

 

531,274 

管理職員特

別勤務手当 

･臨 時 又 は 緊 急 の 必 要

等 に よ り 週 休 日 又 は

祝 日 法 に よ る 休 日 若

し く は 年 末 年 始 の 休

日 等 に 勤 務 し た 場 合

に 支 給 。官 職 に 応 じ て  

4 , 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0円 /

回  

同 じ 
   千円 

 

 

 

0 

円 

 

 

 

0 

 


